
 

第 6 都市計画 

 

都市計画とは  

「都市計画」とは、一言でいえば「良い都市づくり」のための計画です。  

 都市計画法では、「都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の

整備及び市街地開発事業に関する計画」と定義されています。  

 つまり、都市計画は、人口・産業の集積の場である都市の環境を保全し、その機能を    

増進するためにおおむね２０年の長期の見通しにたってその都市の将来像、市街地の規模、

土地利用の方針等を定め、必要な街路、公園等の都市施設の配置・規模を決めて、全体とし

て調和のとれた市街地を作り上げるための手法です。  

  

都市計画法  

都市計画法（以下、この章においては「法」という。）は、都市計画の内容、手続き、     

制限、事業等を規定したものです。  

この法律に基づき県は、まず一体の都市として総合的に整備、開発及び保全を行う区域

を「都市計画区域」として指定します。そして、都市計画区域の中で「良い都市づくり」の

ための計画を立てていきます。  

本県における「都市計画区域」は、令和６年３月３１日現在、４７都市計画区域３６市  

１１町１村が指定されており、県土全体の面積のうち約７２％を占めています。また、   

県土全体の人口のうち約９８％（令和５年３月３１日時点）の人が暮らしています。  

法体系による都市計画法の位置づけは、次に示すとおりです。  
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都市計画の内容  

法における都市計画の内容は、次の４種類に大別することができます。  

①   マスタープラン  に関するもの  

②   土地利用  に関するもの  

③   都市施設  の整備に関するもの  

④   市街地開発事業  に関するもの  
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（１）マスタープラン  

ア  都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（法第６条の２）  

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）は、    

すべての都市計画区域において都市計画の目標、区域区分の有無および土地利用、   

都市施設の整備、市街地開発事業ならびに自然的環境の整備または保全に関する   

主要な都市計画の方針などを定めます。  

イ  市町村の都市計画に関する基本方針（法第１８条の２）  

市町村の都市計画に関する基本方針（市町村マスタープラン）は、市町村が    主

体的に独自性を発揮して地域の特性を活かしながら作成するものです。  

 

 

【  凡例  】  

千葉市  

銚子市  市川市  
船橋市  

木更津市  

松戸市  

野田市  

茂原市  

佐倉市  

東金市  

匝瑳市  

旭市  

習志野市  

柏市  

勝浦市  

市原市  

流山市  

八千代市  

我孫子市  

鴨川市  

鎌ケ谷市  

君津市  

富津市  

浦安市  
四街道市  

袖ケ浦市  

八街市  

印西市  白井市  

酒々井町  

栄町  

神崎町  

多古町  

東庄町  

大網白里市  

九十九里町  

山武市  

横芝光町  

芝山町  

一宮町  睦沢町  

長生村  

白子町  
長柄町  

長南町  

大多喜町  

いすみ市  

御宿町  

鋸南町  

南房総市  

館山市  

市街化区域及び市街化調整  
区域の区分されている都市  
計画区域  

その他の都市計画区域  

首都圏近郊整備地帯  

成田市  

富里市  

都市計画区域図  

香取市  

令和６年３月３１日現在  
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（２）土地利用  

都市計画区域では、土地利用計画を定めることができます。  

本来都市は住居、商業、工業などの各種用途を持った建築物が調和しつつ形成される

もので、これら市街地が無秩序のまま拡大することは快適な都市生活を営む上で障害

となります。  

土地利用計画はこのような無秩序な市街地の拡大を抑制し、秩序ある市街地を形成

するため、適正な規制により開発行為、建築行為を計画的に誘導していくためのもの  

です。  

土地利用計画は、以下の規制の組み合わせにより実現されます。  

 

ア  区域区分（市街化区域及び市街化調整区域）（法第７条）  

都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、良好な市街地整備を進めるため、

都市計画区域を優先的に市街化すべき区域と、市街化を抑制すべき区域とに区分する

制度です。  

市街化区域内では、市街地開発事業や都市施設の整備を積極的に進めるほか、    

民間の開発行為も一定の基準にかなったものは許可されます。  

一方、市街化調整区域においては、特定の場合を除き開発行為、建築行為は原則と

して禁止され、道路・公園などの都市施設についても市街化を促進するおそれのある

整備は原則として行いません。  

 

 

市街化区域・市街化調整区域の状況 

 

【凡例】 
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イ  地域地区（法第８条）  

地域地区は、土地利用の方向を定め、良好な都市機能の維持増進を図ることを   

目的に、必要な制限を行うものです。主な地域地区は次のとおりです。  

用途地域  

将来の目指すべき市街地の姿を実現するため、建築物の用途、形態等を制限し、  

適正かつ合理的な土地利用を誘導することにより、機能的な都市活動の確保と  

安全で良好な都市環境の形成を図り、もって持続可能な都市の形成を目的として 

定める地域（１３種類） 

特別用途地区  

用途地域内の一定の地区における当該地区の特性にふさわしい土地利用の増進、 

環境の保護等の特別の目的の実現を図るため当該用途地域の指定を補完して  

定める地区 

特定用途制限  

地域  

用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域を除く。）内において、

その良好な環境の形成又は保持のため当該地域の特性に応じて合理的な土地利用

が行われるよう、制限すべき特定の建築物等の用途の概要を定める地域 

高度地区  
用途地域内において市街地の環境を維持し、又は土地利用の増進を図るため、  

建築物の高さの最高限度又は最低限度を定める地区 

高度利用地区  

用途地域内の市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新

とを図るため、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建ぺい率の  

最高限度、建築物の建築面積の最低限度並びに壁面の位置の制限を定める地区 

特定街区  

市街地の整備改善を図るため街区の整備又は造成が行われる地区について、その 

街区内における建築物の容積率並びに建築物の高さの最高限度及び壁面の位置の 

制限を定める街区 

都市再生特別  

地区  

都市再生緊急整備地域内で、都市の再生に貢献し、土地の合理的かつ健全な高度  

利用を図る地区 

防火地域又は  

準防火地域  
市街地における火災の危険を防除するため定める地域 

景観地区  市街地の良好な景観の形成を図るため定める地区 

風致地区  都市の風致を維持するため定める地区 

駐車場整備地区  

商業地域、近隣商業地域等で、自動車交通が著しく輻輳する地区において、道路の

効用を保持し、円滑な道路交通を確保する必要が認められる区域について、   

駐車施設の整備を促進するため定める地区 

臨港地区  港湾を管理運営するため定める地区 

特別緑地保全  

地区  

無秩序な市街地の防止、公害又は災害の防止に資する緑地（遮断地帯、緩衝地

帯、避難地帯、雨水貯留浸透地帯）、都市の歴史的・文化的価値を有する緑地、

生態系に配慮したまちづくりのための動植物の生息、生育地となる緑地等の保全

を図るため定める地区 

生産緑地地区  
市街化区域内において緑地機能等の優れた農地等を計画的に保全し、もって良好

な都市環境の形成に資することを目的として定める地区 

伝統的建造物群

保存地区  

伝統的建造物群及びこれと一体をなしてその価値を形成している環境を保存する

ため定める地区 

航空機騒音障害 

防止地区及び 

同特別地区 

航空機の著しい騒音が及ぶ地域について、特定空港周辺航空機騒音対策特別措置

法に基づき都市計画として定める地区 
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用途地域による建築物の用途制限内容 

用途地域内の建築物の用途制限 

  ○   建てられる用途 

  ×   建てられない用途 

  ①，②，③，④，▲，■ 面積，階数等の制限有り 

第
一
種
低
層
住
居
専
用
地
域 

第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域 

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域 

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域 

第

一

種

住

居

地

域 

第

二

種

住

居

地

域 

準

住

居

地

域 

田

園

住

居

地

域 

近

隣

商

業

地

域 

商

業

地

域 

準

工

業

地

域 

工

業

地

域 

工

業

専

用

地

域 

用
途
地
域
の
指
定
の
な
い
区
域 

備  考 

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○  

兼用住宅で，非住宅部分の床面積が，50㎡以下かつ建築物の延べ面積の 2分

の 1未満のもの 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 非住宅部分の用途制限有り 

店

舗

等 

店舗等の床面積が 150㎡以下のもの × ① ② ③ ○ ○ ○ ① ○ ○ ○ ○ ④ ○ 
① 日用品販売店舗、喫茶店、

理髪店及び建具屋等のサ

ービス業用店舗のみ。2 階

以下 

② ①に加えて、飲食・物販

店、損保代理店、銀行の支

店・宅地建物取引業等のサ

ービス業用店舗のみ。2 階

以下 

③ 2階以下 

④ 物販店、飲食店を除く 

■ 農産物直売所、農家レス

トラン等のみ。２階以下 

店舗等の床面積が 150㎡を超え、500㎡以下のもの × × ② ③ ○ ○ ○ ■ ○ ○ ○ ○ ④ ○ 

店舗等の床面積が 500㎡を超え、1,500㎡以下のもの × × × ③ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ④ ○ 

店舗等の床面積が 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの × × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ④ ○ 

店舗等の床面積が 3,000㎡を超えるもの × × × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ④ ○ 

店舗等の床面積が 10,000㎡を超えるもの （大規模集客施設） × × × × × × × × ○ ○ ○ × × × 

事

務

所

等 

事務所等の床面積が 150㎡以下のもの × × × ▲ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

▲ ２階以下 

事務所等の床面積が 150㎡を超え、500㎡以下のもの × × × ▲ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事務所等の床面積が 500㎡を超え、1,500㎡以下のもの × × × ▲ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事務所等の床面積が 1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの × × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

事務所等の床面積が 3,000㎡を超えるもの × × × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

ホテル、旅館 × × × × ▲ ○ ○ × ○ ○ ○ × × ○ ▲ 3,000㎡以下 

遊
戯
施
設
・
風
俗
施
設 

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習

場等 
× × × × ▲ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ▲ 3,000㎡以下 

カラオケボックス等 × × × × × ▲ ▲ × ○ ○ ○ ▲ ▲ ▲ ▲ 10,000㎡以下 

麻雀屋、パチンコ屋、射的場、馬券・車券発売所等 × × × × × ▲ ▲ × ○ ○ ○ ▲ × ▲ ▲ 10,000㎡以下 

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ等 × × × × × × ① × ○ ○ ○ × × ② 
①  客席 200 ㎡未満かつ

10,000㎡以下 

② 10,000㎡以下 

キャバレー、個室付浴場等 × × × × × × × × × ○ ▲ × × ○ ▲ 個室付き浴場等を除く 

公
共
施
設
・
病
院
・
学
校
等 

幼稚園、小学校、中学校、高等学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○  

大学、高等専門学校、専修学校等 × × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × ○  

図書館等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○  

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

神社、寺院、教会等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

病院 × × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × ○  

公衆浴場、診療所、保育所等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○  

老人福祉センター、児童厚生施設等 ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 600㎡以下 

自動車教習所 × × × × ▲ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下 

工 
 

場 
 

・ 
 

倉 
 

庫 
 

等 
単独車庫（付属車庫を除く） × × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 300㎡ ２階以下 

建築物付属自動車車庫（①②③については、建築物の延べ面積の 1/2以

下かつ備考欄に記載の制限） 

① ① ② ② ③ ③ ○ ① ○ ○ ○ ○ ○ ○ ①600㎡以下 1階以下 ※1 

②3,000 ㎡以下 2 階以下 ※

1 

③2階以下 

 
※ 一団の敷地内について別に制限あり 

倉庫業倉庫 × × × × × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○  

自家用倉庫 × × × ① ② ○ ○ ■ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

①２階以下かつ1,500㎡以下 

② 3,000㎡以下 

■ 農産物及び農業の生産資

材を貯蔵するものに限る。 

畜舎（15㎡を超えるもの） × × × × ▲ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下 

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服屋、畳屋、建具屋、自転車店等で

作業場の床面積が 50㎡以下 
× ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原動機の制限あり▲2階以下 

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場 × × × × ①  ①  ①  ■ ② ② ○ ○ ○ ○ 原動機・作業内容の制限あり 

作業場の床面積 

① 50㎡以下 ②150㎡以下 

■ 農産物を生産、集荷、処理

及び貯蔵するものに限る。 

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場 × × × × × × × × ② ② ○ ○ ○ ○ 

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場 × × × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ 

危険性が大きいか、または著しく環境を悪化させるおそれがある工場 × × × × × × × × × × × ○ ○ ○  

自動車修理工場 × × × × ①  ①  ②  × ③ ③ ○ ○ ○ ○ 

作業場の床面積 

①50㎡以下 ②150㎡以下 

③300㎡以下 

原動機の制限あり 

火薬、石油類、ガスなどの危険物の 

貯蔵・処理の量 

量が非常に少ない施設 × × × ①  ② ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

① 1,500㎡以下 2階以下 

② 3,000㎡以下 

量が少ない施設 × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

量がやや多い施設 × × × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ 

量が多い施設 × × × × × × × × × × × ○ ○ ○ 

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等 都市計画区域内においては都市計画決定が必要 建築基準法第 51条による 

注）本表は、建築基準法別表第二及び建築基準法第 51条の概要であり、他法令等のすべての制限について掲載したものではありません。 

※１ 同一敷地内に工作物である自動車車庫がある場合にはその築造面積（①で 50 ㎡、②で 300㎡以下である場合には、その築造面積は算入しない）を合算する。 
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ウ  促進区域（法第１０条の２）  

促進区域は、地域地区等に関する都市計画が、建築物の建築や工作物の建設等を    

規制し、より良好な土地利用を実現しようとするものであるのに対し、主として     

土地所有者等に一定の土地利用を実現することを義務づけ、その土地にふさわしく   

積極的に利用しなければならないとする制度です。  

エ  地区計画等（法第１２条の４）  

地区計画は、地域の特性に応じた土地利用を図る手段として、主に用途地域が     

定められている区域の建築物の用途等を制限又は緩和する制度です。  

地区計画を策定する際、市町村の条例により、地元住民等の意見を求め、その意向を

十分反映しつつ定める点に、地区計画の大きな特徴があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）都市施設  

都市施設は、道路、公園、下水道など都市にとって必要な施設であり、土地利用、交通

等の現状及び将来の見通しを勘案して、適切な規模で必要な位置に配置することにより、

円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するよう定めることとされております。 

ア  市街化区域における都市施設  

主に道路、公園及び下水道を定めます。  

その他、道路については自動車専用道路及び幹線街路、公園については総合公園、   

運動公園、地区公園、近隣公園等、下水道については排水区域、処理場、ポンプ場及び

管渠を定めることとし、必要に応じてその他の小規模なものを定めます。  

イ  市街化調整区域における都市施設  

市街化を促進する都市施設は定めないものとしています。ただし、地域間道路、    

市街化区域と他の市街化区域とを連絡する道路等については、この限りではありません。 

（４）市街地開発事業  

「第９  市街地の整備・開発」を参照してください。  

地区計画制度の種類 

地
区
計
画
等
（
法
第 

条
の
４
） 

12 

基
本
的
な 

使
い
方 

（
法
第 

条 の
５
） 

12 

一般的な地区計画  

再開発等促進区  

開発整備促進区  

  

い
ろ
い
ろ
な 

地
区
計
画 

 

地 

区 

計 

画 

特
別
な
使
い
方 

誘導容積型（法第１２条の６）  

容積適正配分型（法第１２条の７）  

高度利用型（法第１２条の８）  

用途別容積型（法第１２条の９）  

街並み誘導型（法第１２条の１０）  

立体道路制度（法第１２条の１１）  

防災街区整備地区計画（密集市街地整備法第３２条） 

歴史的風致維持向上地区計画（地域歴史的風致法第３１条）  

沿道地区計画（幹線道路の沿道の整備に関する法律第９条）  

集落地区計画（集落地域整備法第５条）  
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都市計画の決め方  

法令等の定めに従い、都市計画決定権者（決定権者）が一定の手続きを経て行います。  

（１）決定権者（法第１５条）  

都市計画は、都市における複雑な権利関係の調整や様々な行政機関との調整を図る  

必要があることから、基本的に県又は市町村が決定権者となります。  

都市計画の内容により決定権者は以下の表のようになっています。  
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（２）手続き  

手続きは以下の図のとおりとなります。  

 

 

法15の2
市

町

村

か

ら

の

案

の

申

出

資

料

の

提

出

・

協

力

（
任

意

）

法16

公

聴

会

の

開

催

等

に

よ

る

住

民

意

見

の

反

映

（
任

意

）

名称のみの変更
の場合には手続を
要しない。

（注1）

国土交通大臣の
同意については、
名称の変更や位
置、区域、面積、
構造等の軽易な
変更については手
続を要しない

（注2）

法17②

意

 
見

　
書

 
の

 
提

 
出

(

縦

 
覧

 
期

 
間

 
中

)

都

市

計

画

案

の

公

告

・

縦

覧

（

2

週

間

）

要旨
法18②

（注1）
法17①

都道府県が定める都市計画の決定手続

法18 法20

法18③
（注2）

法23

他

の

行

政

機

関

等

と

の

調

整

等

都

市

計

画

の

決

定

告

示

縦

覧

市町村の意見聴取

都

道

府

県

都

市

計

画

審

　
議

　
会

必

要

な

場

合

に

は

国

土

交

通

大

臣

の

同

意

法18①

法18①

都

市

計

画

案

の

作

成

（注１）名称のみの変更
　　　　の場合には手続
　　　　を要しない。
（注２）都道府県知事との
　　　　協議については、
　　　　名称の変更や位置、
　　　　区域、面積、構造
　　　　等の軽易な変更に
　　　　ついては手続きを
　　　　要しない
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ア  住民意見の反映  

（ア）公聴会等の開催（法第１６条）  

公聴会制度は、住民の意見を都市計画の案の作成に反映させることを目的とする  

ものです。また、必要に応じて説明会を開催することとしています。  

（イ）都市計画の案の公告・縦覧・意見書の提出（法第１７条）  

都市計画の案が作成されると、都市計画の種類、都市計画を定める土地の区域  

及び案の縦覧場所が公告され、都市計画の案が公告の日から２週間縦覧されます。 

また、関係市町村の住民及び利害関係者は、縦覧期間中に意見書を提出できる  

こととなっており、その要旨は、都市計画の案とともに県若しくは市町村都市計画

審議会に提出されます。  

（ウ）まちづくりに関する都市計画の提案制度（法第２１条の２）  

住民等の自主的なまちづくりを推進し地域の活性化を図るため、土地所有者、    

まちづくり協議会、まちづくりＮＰＯ等が、一定の条件を満たすことを前提に都市   

計画の提案をすることができます。  

イ  都市計画審議会（法第７７条）  

都市計画を定めようとするときに、都市計画の策定及び実施に関する事項を調査  

審議するための機関として、県に千葉県都市計画審議会、市町村に市町村都市計画  

審議会がそれぞれ設置されています。  

ウ  国とのかかわり等  

国の施策、計画等国の利害に重大な関係があるものについて総合的な調整を図り、  

かつ都市計画の決定に伴う私権の制限の適正化を図るために、国は次の二つの措置を  

とることとされています。  

（ア）国土交通大臣の同意（法第１８条）  

県は、都市計画決定に関し、国の利害に重大な関係がある場合には国土交通大臣

に協議し、その同意を得なければなりません。  

（イ）国土交通大臣の指示等（法第２４条）  

国土交通大臣は、国の利害に重大な関係がある事項に関して、必要に応じて県に   

あるいは県を通じて市町村に対して、都市計画に関して必要な措置をとるべきこと

を指示できることになっています。  

 

都市計画制限  

（１）一般的な都市計画制限（法第５３条）  

都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内では、将来の事業の円滑な施

行を確保するために、建物の建築が制限されています。この場合、地階を有さない     

２階以下の建築物で、構造も強固ではなく、かつ容易に移転、除却が可能なものに    

ついては、知事等の許可を得て建築することができます。  

（２）事業予定地内の都市計画制限の特例（法第５５条～第５７条）  

都市計画事業が近い将来に行われる場合及び開発事業の施行区域等では、知事等は

事業の迅速な施行を確保するため、前記（１）の許可される建築物についても、許可を

しないことができます。  

この場合、事業予定地内の土地の所有者は、建築物の建築ができないことによって、

その土地の利用が著しく支障をきたすことを理由として、その土地を買い取るよう  

知事等に申し出ることができます。  
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（３）宅地開発等の規制  

ア  都市計画区域内における規制  

都市の周辺部における無秩序な市街

化を防止し、良質な宅地水準を確保す

る  ため、都市計画区域内において開

発行為をしようとする者は、都市計画

法に   基づき、あらかじめ知事の許

可を受けることが必要とされています。 

イ  都市計画区域外の区域における規制 

都市計画区域外の区域についても   

１ ha以上の開発行為をしようとする  

者は、都市計画法に基づき、あらかじめ

知事の許可を受けなければなりません。 

また、１ha未満であっても一定規模  

以上の宅地開発については「宅地開発  

事業の基準に関する条例」に基づき、   

知事の確認を受けることが必要とされ

ています。  

ウ  開発許可権者  

法により開発許可の権限を有する者

は都道府県知事の他、政令指定都市等

の長とされています。また、地方自治法

に基づき、知事は市町村長にその権限

を移譲することができます。本県に  

おける開発許可の権限を有する市は  

１９市あります。（宅地開発事業規制  

区域図参照）  

エ  干葉県宅地開発事業指導要綱及び事前協議  

「千葉県宅地開発事業指導要綱」に基づき、宅地開発の適正な実施を図るため、   

県及び市町村の定める土地利用計画等との整合性の確保、関係機関との事前協議の  

実施等について、事業者の指導を行っています。  

また、１０ha以上の大規模な開発行為については、「干葉県開発行為等規制細則」

に基づき、あらかじめ知事と協議することとされています。  

 

 

 

 

宅地開発事業規制区域図  

 

令和６年４月１日現在  
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